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2015年版　らくらく突破　介護福祉士　試験によくでる問題集
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本書は、「介護福祉士国家試験」に対応した ● 厳選問題集です。
過去問を研究・分析し、出題内容を ● 120のPoint に分類しています。
各ポイントには、 ● 過去5年間の問題からテーマと出題傾向にあわせて2問を取り上げ、解説を加えています。
出題領域ごとの各章の最初には、 ● 重点まとめを掲載しています。
各章末には、 ● 今後出題されやすいポイントを予想問題として掲載しています。
巻末には、 ● 最新の平成25年度第26回の「問題」「解答・解説」を収録しました。
平成 ● 25年度第26回の問題と章末予想問題を含め、全379問が収録されています。
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社会福祉援助に関する次の記述のうち、適切なものを1つ選びなさ
い。 （平成22年度　第23回・問題28）

1 社会資源とは、人、物、資金、情報、法制度、諸サービス等の
総称である。

2 援助者のソーシャルアクションは禁止されている。
3 自己覚知とは、自身の置かれている現状を利用者に自覚させる

ことである。
4 逆転移は、信頼関係を形成する上で有用である。
5 援助者が利用者本人に代わって生活問題を解決する。

Bさん（75歳、男性）は施設に入所後3日たったが、表情が硬く、
まだ誰

だれ

とも話をしていない様子である。
Ｂさんに対しての介護職の初期のかかわり方として、適切でないもの
を1つ選びなさい。 （平成23年度　第24回・問題4）

1 何に興味を持っているかを把握するため表情や行動を観察す
る。

2 さりげない会話をして関係の構築を図る。
3 どの場面で、どの場所に座るかなどを観察する。
4 肩に手を回すなど身体への接触を中心にする。
5 言葉だけでなく笑顔やうなずきを交える。

1 ○  社会資源とは、利用者の問題を解決したり、福祉ニーズを充足させるために活用
されるものの総称である。

2 × ソーシャルアクションとは、社会福祉制度やサービスの維持、改善、向上のため
の行動や活動の技術や方法をいい、援助者が行うものである。

3 ×  自己覚知とは、援助者が、自分自身の考え方や言動の傾向を知ることである。
4 ×  逆転移とは、援助者側に生じる利用者に対する感情や態度、空想や期待などの反

応であり、信頼関係を形成するうえで障害となることが多い。
5 × 利用者本人に代わって問題を解決するのではなく、利用者本人が問題を解決して

いけるように援助する。

1 ○ Bさんのことを知り、理解することが必要である。
2 ○ コミュニケーションしながら 信頼関係を構築していくことが必要である。
3 ○ Bさんがはやく施設に溶け込めるよう支援するために、行動を観察することが必

要である。
4 × 信頼関係が築けていないうちから、身体への接触を行うことは適切ではない。
5 ○  非言語的コミュニケーションは、人間関係形成に重要である。

人間関係とコミュニケーション

問題1

問題2

問題1

問題2

問　題

解　説

さまざまな社会資源を活用
して、本人が問題解決で
きるよう援助する。

正解への近道

コミュニケーションのきっか
けをつかむために、観察
が必要である。

正解への近道

援助における人間関係形成
の基本を押さえよう

　人間関係とコミュニケーション　

人間関係を形成するためにはラポールの構築が必要である。援助者には、自己
覚知と自己研鑽が求められる。

重要度

Point

2

信頼関係を築くには、関心を向けることが大切

バーナードは、関心を向ける領域を3つに分けている。
● 第1領域：自分の外界や自分を取り巻く環境への関心。関心の焦点は利用者である。
●  第2領域： 第1領域とは対照的に自分に向ける関心。利用者に注目することによって生じてくる自分の

内部の反応や感情などに焦点を合わせる。
● 第3領域：想像の領域。利用者の話を傾聴しながら、想像を膨らませる。

イーガンのかかわりを示す5つの基本動作「SOLER」
● S（Squarely）：利用者と真正面から向き合う
● O（Open）：開いた姿勢
● L（Lean）：相手（利用者）へ少し身体を傾ける
● E（Eye Contact）：適切に視線を合わせる
● R（Relaxed）：リラックスして話を聞く

解答   問題 1  1     問題 2  4
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重点まとめ
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第 2章
介護福祉士の義務等
誠実義務

（第44条の2）

個人の尊厳を保持し、常に利用者の立場に
立って、誠実にその業務を行わなければな
らない

信用失墜行為の
禁止（第45条）

介護福祉士としての信用を傷つけるような
行為をしてはならない

違反したときは、登録の取消し、または期
間を定めて名称の使用停止（第42条）

秘密保持義務
（第46条）

正当な理由なく、その業務に関して知り得
た利用者の秘密を漏らしてはならない。介
護福祉士でなくなった後も同様である

違反した者は、1年以下の懲役または30
万円以下の罰金（第50条）
違反したときは、登録の取消し、または期
間を定めて名称の使用停止（第42条）

連携義務
（第47条）

認知症であること等、心身の状況に応じて
福祉サービス関係者等との連携を保たなけ
ればならない

資質向上の責務
（第47条の2）

社会福祉および介護を取り巻く環境の変化
による業務内容の変化に適応するため、相
談援助または介護等に関する知識および技
能の向上に努めなければならない

名称の使用制限
（第48条）

介護福祉士でない者は、介護福祉士という
名称を使用してはならない

違反した者は、30万円以下の罰金（第53
条）

ICF（国際生活機能分類）の概念
生活機能と障害 背景因子

構成要素 心身機能・身体構造 活動・参加 環境因子 個人因子
領域と定義 心身機能：

身体系の生理的機能
（心理的機能含む）
身体構造：
器官・肢体と構成部
分など身体の解剖学
的部分

生活・人生領域（課題、
行為）
活動：課題や行為の
個人による遂行
参加：生活・人生場
面への関わり

生活機能と障害への
外的影響

生活機能と障害への
内的影響

構成概念 心身機能の変化
（生理的）
身体構造の変化

（解剖学的）

能力（できる）
標準的環境における
課題の遂行
実行状況（している）
現在の環境における
課題の遂行

物的環境や社会的環
境、人々の社会的な
態度による環境の特
徴がもつ促進的ある
いは阻害的な影響力
※福祉サービスが含
まれる

個人的な特徴の影響
力

肯定的側面
生活機能（包括用語） 

促進因子 非該当機能的・構造的
統合性

活動
参加

否定的側面
障害（包括用語） 

阻害因子 非該当機能障害
（構造障害を含む）

活動制限
参加制約

片麻痺者の移動の介助
仰臥位から端座位へ

1. 介助者は利用者の健側に、両足を付けて立つ。
2. 利用者の麻痺のある手を、胸部または腹部に乗せる。
3. 利用者の頸部と大腿部を抱え、臀部を支点に回転させて起こす。
4. 利用者は、健側の肘と前腕を使って、上体を起こすようにする。
5. 利用者は、両足底が床面にぴったり着くように浅く腰掛ける。

端座位から立位へ
1. 介助者は、利用者の患側に立つ。介助者の足は、利用者の患側の足のすぐ後ろに置く。
2. 利用者の健側の足は膝より後ろに引く。
3. 利用者は、身体を前傾して重心を前に移動させ、健側の手をベッドにつきながら立ち上

がる。
4. 介助者は、患側の大腿に手を当て、患側が膝折れにならないように介助する。
 もう一方の手は、健側の腰部に当て、腰を持ち上げるのを介助する。
5. 利用者が立ち上がったら、介助者の大腿に当てていた手を胸部まで動かし、身体が安定

するように支える。

寝たきりで生じやすい症状と予防法
起立性低血圧 少しずつ身体を起こす漸進的座位訓練
関節拘縮・尖足 関節可動域訓練
誤嚥性肺炎 口腔ケア
残尿・尿路感染 水分摂取・排尿誘導
便秘 腹部マッサージ・食物繊維の摂取
精神機能低下 適度な刺激を与える

アセスメントと介護計画の立案

アセスメント
本人の今までの暮らしに着目し、聞き取りや行動の観察などを通して、情報を
収集。基礎生活、社会生活、余暇生活など、日常生活全般にわたってニーズを
明らかにしていく

目標設定 本人が望む生活の実現を目指して、目標を設定

計画の立案 利用者本人の意向が優先。家族の意向を反映することも必要。より生き生きと
した生活が継続できるよう、QOLの向上を図るという点から計画を作成
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介護福祉士に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1	 介護福祉士は業務独占資格である。
2	 資質向上の責務が規定され、資格の更新が必要である。
3	 信用失墜行為の禁止に違反した場合、罰金が課せられる。
4	 介護福祉士は、介護保険制度の訪問看護を実施することができる。
5	 介護保険制度では、介護福祉士の配置を要件とした加算がある。

問題

1

ICF（国際生活機能分類）に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1	 生活機能とは、機能障害、活動制限、参加制約のすべてを包む包括用語である。
2	 介護サービスは、背景因子の個人因子に含まれる。
3	 心身機能・身体構造に、精神的機能は含まれていない。
4	 活動と参加は、実行状況と能力によって評価される。
5	 環境因子は、個人の外部にあり、心身機能・身体構造には影響を及ぼさない。

問題

3

「平成25年版高齢社会白書」に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1	 一人暮らしの女性で、人との交流が少ない人や頼れる人がいない人が多い。
2	 高齢者世帯の所得を種類別にみると、「稼働所得」が最も多い。
3	 公的年金・恩給を受給している高齢者世帯における公的年金・恩給の総所得に占める
割合が80％以上の世帯は、約7割となっている。

4	 高齢者の半数近くは、何らかの自覚症状を訴え、日常生活に影響を及ぼしている。
5	 高齢者のグループ活動への参加意向は、過去の調査と比較して減少傾向にある。

問題

5

寝たきりで起こりやすい状態とその予防に関する次の組み合わせのうち、適切なものを1
つ選びなさい。
1	 尿路感染	 水分の制限
2	 誤嚥性肺炎	 経管栄養
3	 関節拘縮	 安静臥床
4	 便秘	 食物繊維の制限
5	 起立性低血圧	 座位訓練

問題

7

高齢化の現状と将来予測に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1	 「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」によると、高齢化率は、2060（平成72）
年には約4割となると推計される。

2	 「国民生活基礎調査（平成24年）」によると、65歳以上の者のいる世帯構造別の構成割
合は、「単独世帯」が最も多い。

3	 「国民生活基礎調査（平成24年）」によると、高齢者世帯（65歳以上の者のみで構成す
るか、これに18歳未満の未婚の者が加わった世帯）は、全世帯の4割を占めている。

4	 「国民生活基礎調査（平成24年）」によると、高齢者世帯（65歳以上の者のみで構成す
るか、これに18歳未満の未婚の者が加わった世帯）のうち「単独世帯」は、女性より男
性の世帯が多い。

5	 「日本の世帯数の将来推計（平成25年1月推計）」によると、世帯主が65歳以上の世帯
のうち「単独世帯」の割合は、一貫して減少し続けると推計される。

問題

4

姿勢保持や移動の介助に関する次の記述のうち、適切なものを1つ選びなさい。
1	 左片麻痺のある利用者を仰臥位から端座位にする介助の場合、介助者は、臥床してい
る利用者の左側に立つ。

2	 左片麻痺のある利用者を端座位から立位にする介助の場合、介助者は、利用者の左側
に立つ。

3	 左片麻痺のある利用者を端座位から立位にする介助の場合、利用者の足は、膝より前
に出してもらう。

4	 ベッドの端に腰掛ける座位では、深く腰掛け、両足底が床面から10cm程度離れるよ
うにする。

5	 つえを使った立位では、つえを身体に密着させる。

問題

6

次の記述のうち、最も適切なものを1つ選びなさい。
1	 看護師は、療養上の世話や診療の補助を行う業務独占資格である。
2	 作業療法士は、主に基本的動作能力の回復を図る療法を行う。
3	 理学療法士は、主に応用的動作能力の回復を図る療法を行う。
4	 言語聴覚士は、医師の指示に基づかないで嚥下訓練を行うことができる。
5	 介護支援専門員は、介護サービス計画を立案する国家資格である。

問題

2

	 解説1	 解答｜５
1	 ×	 介護福祉士は、名称独占の資格である。介護

福祉士でない者が「介護福祉士」の名称を使
用することを禁じており、違反すると罰金が課
せられる。

2	×	 資質向上の責務の規定はあるが、更新制は導
入されていない。

3	×	 信用失墜行為の禁止に違反した場合は、登録
の取消しまたは、一定期間の名称の使用停止
が命じられることがあるが、罰金を課すという
規定はない。

4	×	 介護保険制度の訪問看護を実施することがで
きるのは、看護師、保健師、准看護師、理
学療法士、作業療法士、言語聴覚士である。
介護福祉士が実施することはできない。介護

福祉士は、訪問介護を実施する。
5	 ○	 特定事業所加算やサービス提供体制強化加算

などの加算がある。

	 解説２	 解答｜１
1	 ○	 看護師でない者が療養上の世話や診療の補助

など看護師業務を行うことを禁じている。
2	×	 作業療法士は、おもに応用的動作能力の回復

を図るための作業療法を行う。
3	×	 理学療法士は、おもに基本的動作能力の回復

を図るための理学療法を行う。
4	×	 言語聴覚士が嚥下訓練を行う場合は、医師の

指示のもとで実施しなければならない。
5	×	 介護支援専門員は、国家資格ではない。受験

資格を満たし、介護支援専門員実務研修受講
試験を受け、合格し、実務研修を受講して、
都道府県知事の登録を受け、介護支援専門員
証の交付を受けて、介護支援専門員となる。

介護過程の展開に関する次の記述のうち、適切なものを1つ選びなさい。
1	 本人や家族の訴えは主観的なので、アセスメントには用いない。
2	 介護従事者が理想とする生活の実現に向けた計画とする。
3	 介護計画には、家族の意向も反映する。
4	 介護計画は抽象的なものとする。
5	 決定した目標や介護計画は、変更しない。

問題

8

章末予想問題第 2章

解答・解説
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人間と社会
人間の尊厳と自立

以下の法律の自立に関する記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1	 児童福祉法では、児童養護施設における自立支援の対象を、現に入所している児童に

限定している。
2	 社会福祉法第3条では、福祉サービスについて、身体機能の低下に応じ自立した日常

生活を営むことができるように支援するものと、明記している。
3	 老人福祉法では、その目的は、すべての高齢者が、尊厳を保持し、その有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことができるようにすることであると、明記している。
4	 「障害者総合支援法」では、すべての国民は、障害者等が自立した生活を営めるよう

な地域社会の実現に協力するよう努めなければならないと、規定している。
5	 「ホームレス自立支援法」では、ホームレスの自立のために、就業の機会の確保より

も生活保護法の適用が重要であると、規定している。

（注）1	 	「障害者総合支援法」とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」
のことである。

	 2	 	「ホームレス自立支援法」とは、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」のことであ
る。

Aさん（74歳、男性）は、一人暮らしをしている。軽度の認知症（dementia）があり、
訪問介護（ホームヘルプサービス）を利用している。1年前から近所に住んでいる親族に
預金通帳の管理を頼んでいる。最近、家事援助のためにAさん宅を訪れた訪問介護員（ホー
ムヘルパー）は、Aさんから、「親族が勝手にお金を使い込んでいるらしい」と聞いた。
訪問介護員（ホームヘルパー）がサービス提供責任者と共に、最初に取り組むべきことと
して、最も適切なものを1つ選びなさい。
1	 成年後見制度の利用を勧める。
2	 民生委員に相談するように勧める。
3	 親族に事実を確認する。
4	 特別養護老人ホームへの入所を勧める。
5	 地域包括支援センターに相談する。

� 問題介護福祉士国家試験
平成25年度

001問題

002問題

人間関係とコミュニケーション
自己覚知のために、最も重視するものを1つ選びなさい。
1	 自分の感情の動きとその背景を洞察する。
2	 自分の将来の目標を設定する。
3	 自分中心でなく、他者中心に考える。
4	 自分を肯定的にとらえる。
5	 自分の価値観に基づいて行動する。

Bさん（85歳、女性）は、認知症（dementia）がある。ショートステイを1週間利用す
ることになった。1日目の夕方、介護職が忙しい時間帯に、Bさんは何回も、「わたしは
ここにいていいの」と繰り返し尋ねた。
介護職の最初の言葉かけとして、最も適切なものを1つ選びなさい。
1	 「どこに行きたいのですか」
2	 「後からゆっくり聞きますね」
3	 「同じことを何度も聞かないでください」
4	 「ここにいてくださっていいですよ」
5	 「ここにじっとしていてください」

社会の理解
Cさん（32歳）は、来月、出産を控えている。同居する夫（35歳）は、正規雇用の会社員
である。Cさんは、訪問介護事業所で非常勤（週30時間勤務）の訪問介護員（ホームヘル
パー）として勤務している。1年単位の契約期間を更新して、これまで3年間働いてきた。
事業主からは、出産した後も仕事を続けてほしいと頼まれている。妊娠してから今までは
仕事を継続してきたが、出産後は育児休業を取れないか検討している。
「育児・介護休業法」に基づく、Cさんの育児休業などの取得に関する次の記述のうち、正
しいものを1つ選びなさい。
1	 Cさんが取ることのできる育児休業休暇は、最大で子どもが1歳になる前の月までで

ある。
2	 育児休業の終了予定日は、明らかにして申し出る必要がある。
3	 育児休業は、Cさんの夫は取ることができない。
4	 小学校就学前の子どもが病気になった場合に利用できる休暇制度はない。
5	 雇用の継続とは関係なく、Cさんは育児休業を取ることができる。

（注）「育児・介護休業法」とは、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律」のことである。

地域における様々な事業主体やサービス提供主体に関する次の記述のうち、最も適切なも
のを1つ選びなさい。
1	 共同募金は、都道府県の区域を単位として行う寄附金の募集であって、地域福祉の推

進を図るためのものである。
2	 NGO（Non-Governmental	Organization）は、営利を直接の目的とはせず、都道府県知
事の認証を得て、在宅福祉サービス事業などの社会的活動を行う団体である。

3	 NPO（Non-Profit	Organization）は、国際人道支援などの社会的活動を行う政府機関で
ある。

4	 企業の社会的責任（Corporate	Social	Responsibility：CSR）による社会貢献は、商品を
安い価格で販売するなどの経済活動によって行われる。

006問題
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人間関係とコミュニケーション
最も重視するもの
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	 自分を肯定的にとらえる。
	 自分の価値観に基づいて行動する。

Bさん（85歳、女性）は、認知症（dementia）がある。ショートステイを1週間利用す
ることになった。1日目の夕方、介護職が忙しい時間帯に、Bさんは何回も、「わたしは
ここにいていいの」と繰り返し尋ねた。
介護職の最初の言葉かけとして、
	 「どこに行きたいのですか」
	 「後からゆっくり聞きますね」
	 「同じことを何度も聞かないでください」
	 「ここにいてくださっていいですよ」
	 「ここにじっとしていてください」

Cさん（32歳）は、来月、出産を控えている。同居する夫（35歳）は、正規雇用の会社員
である。Cさんは、訪問介護事業所で非常勤（週30時間勤務）の訪問介護員（ホームヘル
パー）として勤務している。1年単位の契約期間を更新して、これまで3年間働いてきた。
事業主からは、出産した後も仕事を続けてほしいと頼まれている。妊娠してから今までは
仕事を継続してきたが、出産後は育児休業を取れないか検討している。
「育児・介護休業法」に基づく、Cさんの育児休業などの取得に関する次の記述のうち、

を1つ選びなさい。
	 Cさんが取ることのできる育児休業休暇は、最大で子どもが1歳になる前の月までで

	 育児休業の終了予定日は、明らかにして申し出る必要がある。
	 育児休業は、Cさんの夫は取ることができない。
	 小学校就学前の子どもが病気になった場合に利用できる休暇制度はない。
	 雇用の継続とは関係なく、Cさんは育児休業を取ることができる。

（注）「育児・介護休業法」とは、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律」のことである。

地域における様々な事業主体やサービス提供主体に関する次の記述のうち、

	 共同募金は、都道府県の区域を単位として行う寄附金の募集であって、地域福祉の推
進を図るためのものである。

	 NGO（Non-Governmental
事の認証を得て、在宅福祉サービス事業などの社会的活動を行う団体である。
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人間と社会
人間の尊厳と自立

1	 ×	 児童自立生活援助事業には、児童養護施設を退所した者に対する相談等の援助を
行うことも含まれている。

2	 ×	 社会福祉法第3条では、「福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容
は、福祉サービスの利用者が心身ともに健やかに育成され、またはその有する能
力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するもの」としている。

3	 ×	「尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ
う」にすることであると明記しているのは、介護保険法である。

4	 ○	 国民の責務として、「障害者総合支援法」第3条に規定している。
5	 ×	「ホームレスの自立のためには就業の機会が確保されることが最も重要である」

と規定している。

　経済的虐待の訴えであり、事実関係を確認して対応するためにも、高齢者虐待対応の
中核機関である地域包括支援センターに相談するのが最も適切である。
1　×　　2　×　　3　×　　4　×　　5　○

人間関係とコミュニケーション

　自己覚知とは、自分自身の考え方や言動の傾向を知ることである。自分の感情の動き
とその背景を客観的に洞察することが必要である。
1　○　　2　×　　3　×　　4　×　　5　×

1	 ×	「ここにいていいの」という問いに対しての回答となっていない。
2	 ×	 後回しにしてはいけない。
3	 ×	 同じことを繰り返すのは、認知症の症状である。その都度、初めてのつもりで対

応する。
4	 ○	「ここにいていいの」という問いを受容した言葉かけであり、適切である。
5	 ×	「じっとしていてください」という指示は適切ではない。

社会の理解

1	 ×	 最大で子どもが1歳6か月になるまで取得可能である。
2	 ○	 育児休業の申し出は、育児休業終了予定日を明らかにして行わなければならない

と規定されている。

3	 ×	 育児休業は、男女の別なく、労働者が事業主に申し出ることで取得できる。
4	 ×	 子の看護休暇制度が設けられている。
5	 ×	 引き続き雇用されることが見込まれる場合に取得することができるとされている。

1	 ○	 共同募金は社会福祉法に規定する第一種社会福祉事業である。
2	 ×	 NGOは非政府組織で、国際人道支援などの社会的活動も含め、さまざまな活動

を行っている。
3	 ×	 NPOは特定非営利活動といい、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与する

ことを目的としている。NPO法人として都道府県知事の認証を得て、在宅福祉
サービス事業などの活動を行っている。

4	 ×	 CSRとは、環境への配慮、公正・倫理的活動、地域貢献・社会貢献など、企業
の組織活動が社会に与える影響に責任を持つことをいう。

5	 ×	 コミュニティビジネスとは、地域住民が主体となって、地域資源を活用して、課
題をビジネスの手法で解決しようとするものである。

1	 ×	 無償の活動に限定されるものではない。
2	 ×	 法人が行う活動も含まれる。
3	 ○	 ボランティアとは、自発的・自主的な活動を意味する。
4	 ×	 自己満足に終わらず、社会に求められる活動をすることが大切であるといえる。
5	 ×	 社会福祉に関する活動に限定されるものではない。

1	 ×	 1971（昭和46）年の第2次ベビーブームに向けて増加し、1991（平成3）年以
降も、減少傾向であるが、増加と減少を繰り返している。

2	 ×	 1975（昭和50）年に2.0を下回るまでは、ほぼ2.1台で推移していた。
3	 ×	 老年人口割合が年少人口割合を上回ったのは、2000（平成12）年のことである。
4	 ×	 65歳以上の者のいる世帯の割合は、2012（平成24）年で48.8％、過半数は超

えていない。
5	 ○	 2012（平成24）年10月1日の高齢化率は、24.1％であった。

1	 ×	 市町村老人福祉計画は、老人福祉法で「定めるもの」とされている。
2	 ×	 障害者計画の対象には、障害児も含まれる。
3	 ○	 第1号被保険者の保険料は、3年ごとに事業計画に定めるサービス費用見込額等

に基づき、3年間を通じて財政の均衡を保つよう設定される。
4	 ×	 地域福祉計画の策定は、市町村が主体的に取り組むこととなっており、策定を義

務づけるものではない。
5	 ×	 障害福祉計画は、具体的な数値目標を設定する。

1	 ×	 ナショナルミニマムは、イギリスのウェッブ夫妻が提唱した概念である。
2	 ○	 起きるかもしれない事故に備えて保険料を拠出し、保険事故が起きたときに給付

が行われるしくみである。
3	 ×	 医療扶助と介護扶助は、原則、現物給付である。
4	 ×	 社会福祉制度は、おもに非貨幣的ニーズの充足を目的とする。
5	 ×	 社会手当制度は、金銭給付で行われる。

1	 ×	 国民年金法が制定されたのは、1959（昭和34）年である。
2	 ○	 1958（昭和33）年の国民健康保険法改正で、国民皆保険制度が実現した。

� 解答・解説介護福祉士国家試験
平成25年度
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002解答
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007解答
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008解答
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009解答
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011解答

10のStepの繰り返しで効率よく知識を身につける
Step１．問題のテーマを把握する➡Step２．重要度を把握する➡Step３．問題を読む➡Step４．「正解への
近道」を読む➡Step５．解答を考える➡Step６．解答を確認する➡Step７．解説を読む➡Step８．「memo」
で整理する➡Step9．再度、問題にチャレンジする➡Step10．解答と解説を確認する

●本書の内容を運用した結果に関しては責任を負いかねますので、あらかじめご了承ください。
● 本書の内容は2014年3月現在のものです。変更される場合もありますので、最新の内容については厚生労働
省や各都道府県・市町村に確認してください。

● 本書の訂正・追加情報に関しては以下のURLにてサポートします。また、2013年1月実施国家試験の問題と
解説をダウンロードで提供しています。ファイル形式はPDFファイルです。
　http://gihyo.jp/book/2014/978-4-7741-6323-9/support
　アクセスID：ratkfm15　パスワード：hs5gkk79
上記URL にて注意事項をお読みになり、ご自身の責任でご利用ください。
なお、このサービスを予告なく停止することもございますので、あらかじめご了承ください。
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Point

テーマの重要度が相対的に
５段階でわかります

援助における人間関係形成
　人間関係とコミュニケーション　　人間関係とコミュニケーション　

出題のポイントをつかんで
解法を身につけます

以下の法律の自立に関する記述のうち、
1	 児童福祉法では、児童養護施設における自立支援の対象を、現に入所している児童に

限定している。
2	 社会福祉法第3条では、福祉サービスについて、身体機能の低下に応じ自立した日常

生活を営むことができるように支援するものと、明記している。
3	 老人福祉法では、その目的は、すべての高齢者が、尊厳を保持し、その有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことができるようにすることであると、明記している。
4	 「障害者総合支援法」では、すべての国民は、障害者等が自立した生活を営めるよう
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回答となっていない。
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56565656

領域ごとの重点ポイントを表などに
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予想問題としています

選択肢ひとつひとつに正誤と
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人間関係とコミュニケーション

信頼関係を築くには、関心を向けることが大切

問題

問題

本書の特長と使い方

見開き2 ページでPointが完結するから読みやすい
問題のテーマと重要度、ポイントがひとめでわかる

特長
1

最新問題で実力を確認できる
選択肢ひとつひとつに正誤の根拠を解説

特長
2

ひとめでわかる重点まとめと章末予想問題で
出題されやすいポイントを効率的に学習できる

特長
3

問題のテーマがひとめでわかります

援助における人間関係形成
　人間関係とコミュニケーション　　人間関係とコミュニケーション　

介護福祉士国家試験

20
５年間の過去問から良問を
厳選しています 21

イラストや図表で
わかりやすく
まとめています

テーマごとに知識の
補充と整理ができます

福祉ニーズを充足させるために活用

社会福祉制度やサービスの維持、改善、向上のため

である。
逆転移とは、援助者側に生じる利用者に対する感情や態度、空想や期待などの反

福祉ニーズを充足させるために活用
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介護場面での「 尊厳の保持」に関する次の記述のうち、適切なものを
1つ選びなさい。 （平成22年度　第23回・問題73）

1  認知症（dementia）のある利用者の場合、家族の意思決定を優
先する。

2 嫌いな食べ物がある利用者の場合、好きな食べ物と一緒に混ぜ
る。

3 居室で排泄
せつ

介助が必要な利用者の場合、カーテンを閉める。
4 何度も同じことを言う利用者の場合、「前にも聞きました」と

対応する。
5 車いすから立ち上がることが多い利用者の場合、Y字帯を着け

る。

左大腿
たい

骨頸
けい

部骨折（femoral neck fracture）で入院していた軽
度の認知症（dementia）のあるAさんが、介護老人保健施設に入
所し2週間が経過した。入所時は、環境の変化によるせん妄
（delirium）が見られ、日常生活の不活発による食欲低下から食事
摂取量が少なかった。また転倒の恐れもあった。現在はせん妄がな
くなり趣味のカラオケをしたいとの要望が出るほどになってきたが、
日常の金銭管理はできない状態である。
介護職の支援のあり方として、適切なものを1つ選びなさい。
 （平成23年度　第24回・問題1）

1 提供する食事の量が多いと判断し減らす。
2 安全性を考慮し、ベッドを柵

さく

で囲む。
3 移動の際は全介助で行う。
4 他の利用者と一緒にカラオケをする場を設ける。
5 家族に対し預金通帳の名義を変更するよう助言する。

1 × 認知症で、たとえ判断能力が不十分な状態であっても、ひとりの人間として尊重
し、本人の意志決定を優先させなければならない。

2 × 嫌いな食べ物を、好きな食べ物に混ぜ、隠して食べさせるような行為は適切では
ない。

3 ○ 利用者の羞恥心やプライバシーに配慮した対応が必要である。
4 × 否定したり拒絶したりするのではなく、受容的姿勢で対応することが必要である。

何度も同じことを言うのが、認知症の症状である場合もある。
5 × 車いす使用時にY字帯で抑制することは、身体拘束にあたり、禁止されている。

1 × 高齢者は 低栄養に陥りやすいので、管理栄養士などと相談して、適切な栄養摂取
ができるよう支援する必要がある。

2 × ベッドを柵で囲むことは、 身体拘束にあたり、禁止されている。
3 × 転倒しないよう注意が必要であるが、できる限り自立して行うことができるよう

支援する。
4 ○ 「カラオケをしたい」と本人が要望しており、適切である。
5 × Aさんに黙って預金通帳の名義を変更してしまうことは、 経済的虐待に該当する

可能性もある。

求められる介護福祉士像

介護福祉士制度の在り方についての検討会報告書では、これからの介護福祉士の養成にあたっての目標を、
以下の12項目に整理している。
1　尊厳を支えるケアの実践
2　現場で必要とされる実践的能力
3　 自立支援を重視し、これからの介護ニーズ・政策にも対応できる
4　施設・地域（在宅）を通じた汎用性ある能力
5　心理的・社会的支援の重視
6　予防からリハビリテーション、看取りまで、
　  利用者の状態の変化に対応できる
7　他職種との協働によるチームケア
8　一人でも基本的な対応ができる
9　「個別ケア」の実践
10　利用者・家族、チームに対するコミュニケーション能力や的確な記録・記述力
11　関連領域の基本的な理解
12　高い倫理性の保持

施設

利用者の
状態の変化に対応

在宅

寝たきり

リハビリ

予防

人間の尊厳と自立

問題1

問題2

問題1

問題2

問　題

解　説

解答   問題 1  3     問題 2  4

安全性を考慮しながら、で
きるだけ自立した生活が送
れるよう支援する。

正解への近道

ひとりの人間として尊重す
ることが基本である。

正解への近道

介護における尊厳の保持と
自立支援について理解しよう

　人間の尊厳と自立　

介護の基本は、利用者の人間としての尊厳を保持し、自立支援を行うことである。
自立とは、身体的自立だけでなく、精神的自立、社会的自立も含まれる。

重要度

Point

1
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